
奈良県バス環境向上事業補助金交付要綱

第１章 総則

（目的）

第１条 奈良県と奈良交通株式会社との協働連携に関する協定書第２条の規定に基づく取組

を支援し、もって奈良県内のバス交通の利用促進を図るため、予算の範囲内において、奈

良県バス環境向上事業補助金を交付するものとし、その交付に関しては、奈良県補助金等

交付規則（平成８年６月奈良県規則第８号）に定めるほか、この要綱の定めるところによ

る。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところによ

る。

(１) ノンステップバス車両 原則として標準仕様ノンステップバス認定要領（平成２２年

６月４日付け国自技第４９号）の認定を受けたもの

(２) バリアフリー基本構想策定地区 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する

法律（平成１８年法律第９１号）第２条第２１号に規定する重点整備地区であって、同

法第２５条第１項に規定する基本構想が作成されたもの

(３) バスロケーションシステム ＧＰＳ等を用いてバスの位置情報等を集約し、バスの運

行情報等をＩＴ端末等に提供するもの

(４) 路線バスナンバリング バス路線及びバス停留所等に対して、それらの名称とは別に

英字、数字等を用いた番号等を付すもの

（補助対象事業者）

第３条 奈良県バス環境向上事業補助金の交付を受けることができる者は、奈良交通株式会

社とする。

（補助金の種類）

第４条 奈良県バス環境向上事業補助金の種類は、次の各号に掲げるものとする。

(１) ノンステップバス車両購入費補助金

(２) バス停留所整備費補助金

(３) バスロケーションシステム整備費補助金

(４) 路線バスナンバリング整備費補助金

第２章 ノンステップバス車両購入費補助金

（補助対象経費及び補助金の額）

第５条 ノンステップバス車両購入費補助金（以下この章において「補助金」という。）の

補助対象経費は、バリアフリー基本構想策定地区内の路線の運行の用に供することを目的

としたノンステップバス車両の購入に要する経費とする。

２ 補助金の額は、前項の補助対象経費のうち、ノンステップバス車両の実購入費（車体本

体及び前項の路線における運行に必要な附属品の購入に要した額の合計額をいう。ただし、

消費税及び地方消費税に相当する額を除く。車両１両につき２０００万円を限度とす

る。）に、２分の１を乗じて得た額以内の額とする。

３ 前項の規定により算出して得た補助金の額に、１０００円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てるものとする。



４ 第１項の規定に関わらず、他に補助金等の交付を受け、又は受けようとするノンステッ

プバス車両については、補助金の交付の対象としない。

（補助金の交付の申請）

第６条 奈良交通株式会社は、補助金の交付を受けようとする場合は、次に掲げる書類を添

えて、奈良県バス環境向上事業補助金交付申請書（ノンステップバス車両購入費）（第１

号様式）を、知事に提出しなければならない。

（１）車両購入見積書

（２）補助金の交付に係る車両が運行する予定のバス路線図

（補助金の交付の決定及び通知）

第７条 知事は、前条の規定により提出された申請書を審査の上、これを適当と認めるとき

は、補助金の交付の決定を行い、奈良県バス環境向上事業補助金交付決定通知書（ノンス

テップバス車両購入費）（第２号様式）により奈良交通株式会社に通知するものとする。

２ 知事は、前項の交付決定に際して、必要な条件を付けることができる。

（交付決定の変更の申請）

第８条 奈良交通株式会社は、補助金の交付を受けて実施する事業（以下「補助事業」とい

う。）の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合は、あらかじめ奈良県バス環境向

上事業補助金変更交付申請書（ノンステップバス車両購入費）（第３号様式）に変更内容

の概要が分かる書類を添えて知事に提出しなければならない。

（交付決定の変更及び通知）

第９条 知事は、前条の規定による申請書等の提出があった場合において、審査の上、適当

と認めるときは、交付決定の変更を行い、奈良県バス環境向上事業補助金変更交付決定通

知書（ノンステップバス車両購入費）（第４号様式）により奈良交通株式会社に通知する

ものとする。

２ 知事は、前項の変更交付決定に際して、必要な条件を付けることができる。

（実績報告）

第１０条 奈良交通株式会社は、交付の決定を受けた補助金の対象となる車両の購入を完了

したときは、その完了の日から起算して２０日以内の日又は補助金の交付を受けようとす

る年度の３月３１日のいずれか早い日までに、奈良県バス環境向上事業補助金事業実績報

告書（ノンステップバス車両購入費）（第５号様式）に当該車両に係る次の書類を添えて、

知事に提出しなければならない。

（１）売買契約書の写し

（２）車両購入費の支払を証する書類

（３）自動車登録事項証明書の写し

（４）車両の主要部分の写真

（補助金の額の確定）

第１１条 知事は、前条の規定により提出された奈良県バス環境向上事業補助金事業実績報

告書を審査の上、これを適当と認めるときは、補助金の額の確定を行い、奈良県バス環境

向上事業補助金の額の確定通知書（ノンステップバス車両購入費）（第６号様式）により

奈良交通株式会社に通知するものとする。

（補助金の請求）

第１２条 奈良交通株式会社は、奈良県から補助金の支払を受けようとするときは、奈良県

バス環境向上事業補助金支払請求書（ノンステップバス車両購入費）（第７号様式）を知



事に提出しなければならない。

（財産の処分の制限）

第１３条 奈良交通株式会社は、補助金の交付を受けて取得した車両を、善良なる管理者の

注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的に従って使用し、その効率的な運用

を図るものとする。

２ 奈良交通株式会社は、補助金の交付を受けて取得した車両を、補助事業の完了の日から

５年を経過するまでは、知事の承認を受けないで処分（補助金の交付の目的外使用、譲渡、

交換、貸付け、担保に供する処分、取壊し又は廃棄することをいう。以下同じ。）しては

ならない。なお、補助金に国庫補助金等を充当している場合においては、その定めに従う

ものとする。

３ 奈良交通株式会社は、前項に関わらず交付を受けて取得した車両の処分により処分に要

する費用を上まわる収益が発生するときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならな

い。

４ 奈良交通株式会社は、補助金の交付を受けて取得した車両については、毎年度、年度末

直前１週間の運用状況を翌年度の４月末までに、知事に報告するものとする。

（補助金の経理等）

第１４条 奈良交通株式会社は、補助金に係る経理については、他の経理と明確に区別した

帳簿を備え、その収支状況を明らかにしておくものとする。

２ 奈良交通株式会社は、前項の帳簿及び補助金の経理に係る証拠書類を補助金の交付を受

けた日の属する会計年度の終了後５年間保存しておくものとする。

第３章 バス停留所整備費補助金

（補助対象経費及び補助金の額）

第１５条 バス停留所整備費補助金（以下この章において「補助金」という。）の補助対象

経費は、道路法（昭和２７年法律第１８０号）、建築基準法（昭和２５年法律第２０１

号）その他の関係法令に適合するバス停留所で、次の各号のいずれかに該当するものの上

屋及びベンチの新設又は改修に要する経費とする。

(１) バリアフリー基本構想策定地区内に在するバス停留所

(２) 病院、福祉施設、教育施設、市町村役場、鉄道の駅その他知事が認める公共的施設が

周辺に在するバス停留所

(３) 観光拠点となる施設が周辺に在するバス停留所

(４) １日あたり相当数（おおむね５０人以上）の乗降が見込まれるバス停留所

(５) その他知事が特に必要と認めるバス停留所

２ 補助金の額は、前項の補助対象経費のうち、バス停留所の上屋及びベンチの新設又は改

修に要した実支出額（各種申請、調査、設計及び工事に要した額の合計額をいう。ただし、

消費税及び地方消費税に相当する額を除く。）以内の額とする。

３ 前項の規定により算出して得た補助金の額に１０００円未満の端数が生じたときは、こ

れを切り捨てるものとする。

４ 第１項の規定に関わらず、他に補助金等の交付を受け、又は受けようとするバス停留所

については、補助金の交付の対象としない。

（補助金の交付の申請）

第１６条 奈良交通株式会社は、補助金の交付を受けようとする場合は、次に掲げる書類を



添えて、奈良県バス環境向上事業補助金交付申請書（バス停留所整備費）（第８号様式）

を、知事に提出しなければならない。

（1）補助金の交付に係るバス停留所の位置図及び当該バス停留所の含まれるバス路線図

（2）補助金の交付に係るバス停留所の写真

（補助金の交付の決定）

第１７条 知事は、前条の規定により提出された申請書を審査の上、これを適当と認めると

きは、補助金の交付の決定を行い、奈良県バス環境向上事業補助金交付決定通知書（バス

停留所整備費）（第９号様式）により奈良交通株式会社に通知するものとする。

２ 知事は、前項の交付決定に際して、必要な条件を付けることができる。

（交付決定の変更の申請）

第１８条 奈良交通株式会社は、補助事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合

には、あらかじめ奈良県バス環境向上事業補助金変更交付申請書（バス停留所整備費）

（第１０号様式）に変更内容の概要が分かる書類を添えて知事に提出しなければならない。

（交付決定の変更及び通知）

第１９条 知事は、前条の規定による申請書等の提出があった場合において適当と認めると

きは、交付決定の変更を行い、奈良県バス環境向上事業補助金変更交付決定通知書（バス

停留所整備費）（第１１号様式）により奈良交通株式会社に通知するものとする。

２ 知事は、前項の変更交付決定に際して、必要な条件を付けることができる。

（実績報告）

第２０条 奈良交通株式会社は、交付の決定を受けた補助金の対象となるバス停留所の整備

を完了したときは、その完了の日から起算して２０日以内の日又は補助金の交付を受けよ

うとする年度の３月３１日のいずれか早い日までに、奈良県バス環境向上事業補助金事業

実績報告書（バス停留所整備費）（第１２号様式）に当該整備に係る次の書類を添えて、

知事に提出しなければならない。

（１）工事契約書又は売買契約書の写し

（２）（１）に係る支払を証する書類

（３）工事完了報告書の写し

（４）工事中及び完成後の写真

（５）竣工図書

（補助金の額の確定）

第２１条 知事は、前条の規定により提出された補助事業実績報告書を審査の上、これを適

当と認めるときは、補助金の額の確定を行い、奈良県バス環境向上事業補助金の額の確定

通知書（バス停留所整備費）（第１３号様式）により奈良交通株式会社に通知するものと

する。

（補助金の請求）

第２２条 奈良交通株式会社は、奈良県から補助金の支払を受けようとするときは、奈良県

バス環境向上事業補助金支払請求書（バス停留所整備費）（第１４号様式）を知事に提出

しなければならない。

（準用）

第２３条 第１３条（ただし、第４項を除く。）及び第１４条の規定は、本章において準用

する。この場合において、第１３条中「取得」とあるのは「整備」と、「車両」とあるの

は「バス停留所の設備」と、「５年間」とあるのは「８年間（金属製の設備にあっては、



１５年間）」とそれぞれ読み替えるものとする。

第４章 バスロケーションシステム整備費補助金

（補助対象経費及び補助金の額）

第２４条 バスロケーションシステム整備費補助金（以下この章において「補助金」とい

う。）の補助対象経費は、次の各号のいずれかに該当するものとする。

（１）バスロケーションシステムの導入に要する経費（システム開発費、設備整備費等）

（２）案内標識、可変式情報表示装置等の整備に要する経費

２ 補助金の額は、前項の補助対象経費のうち、バスロケーションシステム等の整備に要し

た実支出額（ただし、消費税及び地方消費税に相当する額を除く。）に、３分の１を乗じ

て得た額以内の額とする。

３ 前項の規定により算出して得た補助金の額に、１０００円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てるものとする。

（補助金の交付の申請）

第２５条 奈良交通株式会社は、補助金の交付を申請する場合は、次に掲げる書類を添えて、

奈良県バス環境向上事業補助金交付申請書（バスロケーションシステム整備費）（第１５

号様式）を、知事に提出しなければならない。

（１）事業経費の根拠となる見積書、仕様書等

（２）補助金の交付に係るバスロケーションシステムが整備される予定のバス路線及びバス

停留所がわかるもの

（３）訪日外国人旅行者受入加速化事業費補助金交付要綱に基づく国庫補助金その他の補助

事業に係る補助金等（以下「その他補助金等」という。）の充当状況が把握できる書類

（交付決定通知、内定通知等）の写し（該当のある場合）

（補助金の交付の決定）

第２６条 知事は、前条の規定により提出された申請書を審査の上、これを適当と認めると

きは、補助金の交付の決定を行い、奈良県バス環境向上事業補助金交付決定通知書（バス

ロケーションシステム整備費）（第１６号様式）により奈良交通株式会社に通知するもの

とする。

２ 知事は、前項の交付決定に際して、必要な条件を付けることができる。

（交付決定の変更の申請）

第２７条 奈良交通株式会社は、補助対象経費間の配分の変更（それぞれの配分額のいずれ

か低い方の３０％以内の変更を除く。）又は補助事業の内容の変更（軽微な変更を除

く。）をする場合には、あらかじめ奈良県バス環境向上事業補助金変更交付申請書（バス

ロケーションシステム整備費）（第１７号様式）に変更内容の概要が分かる書類を添えて

知事に提出しなければならない。

（交付決定の変更及び通知）

第２８条 知事は、前条の規定による申請書等の提出があった場合において適当と認めると

きは、交付決定の変更を行い、奈良県バス環境向上事業補助金変更交付決定通知書（バス

ロケーションシステム整備費）（第１８号様式）により奈良交通株式会社に通知するもの

とする。

２ 知事は、前項の変更交付決定に際して、必要な条件を付けることができる。

（実績報告）



第２９条 奈良交通株式会社は、交付の決定を受けた補助金の対象となるバスロケーション

システム等の整備を完了したときは、その完了の日から起算して２０日以内の日又は補助

金の交付を受けようとする年度の３月３１日のいずれか早い日までに、奈良県バス環境向

上事業補助金事業実績報告書（バスロケーションシステム整備費）（第１９号様式）に当

該整備に係る次の書類を添えて、知事に提出しなければならない。

（１）工事契約書又は売買契約書の写し

（２）（１）に係る支払を証する書類

（３）工事完了報告書の写し

（４）工事中及び完成後の写真

（５）竣工図書

（６）その他補助金等の充当状況が把握できる書類（交付決定通知、内定通知等）の写し

（該当のある場合）

（補助金の額の確定）

第３０条 知事は、前条の規定により提出された補助事業実績報告書を審査の上、これを適

当と認めるときは、補助金の額の確定を行い、奈良県バス環境向上事業補助金の額の確定

通知書（バスロケーションシステム整備費）（第２０号様式）により奈良交通株式会社に

通知するものとする。

（補助金の請求）

第３１条 奈良交通株式会社は、奈良県から補助金の支払を受けようとするときは、奈良県

バス環境向上事業補助金支払請求書（バスロケーションシステム整備費）（第２１号様

式）を知事に提出しなければならない。

（準用）

第３２条 第１３条（ただし、第４項を除く。）及び第１４条の規定は、本章において準用

する。この場合において、第１３条中「取得」とあるのは「整備」と、「車両」とあるの

は「バスロケーションシステム」又は「案内標識、可変式情報表示装置等」とそれぞれ読

み替えるものとする。

第５章 路線バスナンバリング整備費補助金

（補助対象経費及び補助金の額）

第３３条 路線バスナンバリング整備費補助金（以下この章において「補助金」という。）

の補助対象経費は、路線バスナンバリングの導入に要する経費とする。

２ 補助金の額は、前項の補助対象経費のうち、路線バスナンバリングの導入に要した実支

出額（ただし、消費税及び地方消費税に相当する額を除く。）に、３分の１を乗じて得た額

以内の額とする。

３ 前項の規定により算出して得た補助金の額に、１０００円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てるものとする。

（補助金の交付の申請）

第３４条 奈良交通株式会社は、補助金の交付を申請する場合は、次に掲げる書類を添えて、

奈良県バス環境向上事業補助金交付申請書（路線バスナンバリング整備費）（第２２号様

式）を、知事に提出しなければならない。

(１) 事業経費の根拠となる見積書、仕様書

(２) 路線バスナンバリングが導入される予定のバス路線及びバス停留所がわかるもの



(３) その他補助金等の充当状況が把握できる書類（交付決定通知、内定通知等）の写し

（該当のある場合）

（補助金の交付の決定）

第３５条 知事は、前条の規定により提出された申請書を審査の上、これを適当と認めると

きは、補助金の交付の決定を行い、奈良県バス環境向上事業補助金交付決定通知書（路線バ

スナンバリング整備費）（第２３号様式）により奈良交通株式会社に通知するものとする。

２ 知事は、前項の交付決定に際して、必要な条件を付けることができる。

（交付決定の変更の申請）

第３６条 奈良交通株式会社は、補助事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合

には、あらかじめ奈良県バス環境向上事業補助金変更交付申請書（路線バスナンバリング

整備費）（第２４号様式）に変更内容の概要が分かる書類を添えて知事に提出しなければ

ならない。

（交付決定の変更及び通知）

第３７条 知事は、前条の規定による申請書等の提出があった場合において適当と認めると

きは、交付決定の変更を行い、奈良県バス環境向上事業補助金変更交付決定通知書（路線

バスナンバリング整備費）（第２５号様式）により奈良交通株式会社に通知するものとす

る。

２ 知事は、前項の変更交付決定に際して、必要な条件を付けることができる。

（実績報告）

第３８条 奈良交通株式会社は、交付の決定を受けた補助金の対象となる路線バスナンバリ

ングの整備を完了したときは、その完了の日から起算して２０日以内の日又は補助金の交付

を受けようとする年度の３月３１日のいずれか早い日までに、奈良県バス環境向上事業補助

金事業実績報告書（路線バスナンバリング整備費）（第２６号様式）に当該整備に係る次の

書類を添えて、知事に提出しなければならない。

(１) 工事契約書又は売買契約書の写し

(２) （１）に係る支払を証する書類

（３）工事完了報告書の写し

(４) 工事中及び完成後の写真

(５) 竣工図書

（６）その他補助金等の充当状況が把握できる書類（交付決定通知、内定通知等）の写し

（該当のある場合）

（補助金の額の確定）

第３９条 知事は、前条の規定により提出された補助事業実績報告書を審査の上、これを適

当と認めるときは、補助金の額の確定を行い、奈良県バス環境向上事業補助金の額の確定通

知書（路線バスナンバリング整備費）（第２７号様式）により奈良交通株式会社に通知する

ものとする。

（補助金の請求）

第４０条 奈良交通株式会社は、奈良県から補助金の支払を受けようとするときは、奈良県

バス環境向上事業補助金支払請求書（路線バスナンバリング整備費）（第２８号様式）を知

事に提出しなければならない。

（準用）

第４１条 第１３条（ただし、第４項を除く。）及び第１４条の規定は、本章において準用



する。この場合において、第１３条中「取得」とあるのは「整備」と、「車両」とあるの

は「路線バスナンバリング」とそれぞれ読み替えるものとする。

附 則

この交付要綱は、平成２２年８月４日から施行する。

附 則

この交付要綱は、平成２９年６月２７日から施行する。


